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・第 1章 序論 
 
・1-1 研究背景 
 近年、我々の生活に身近な鉄筋コンクリート（RC: Reinforced Concrete）構造物の早期劣化
が社会問題化している。最近の事例では、2012 年に発生した笹子トンネル天井板崩落事故
があり、多数の死者が出る悲惨な事故が起こっている。そのため、現在までに RC 構造物の
劣化の早期点検が求められている。RC 構造物の劣化は、コンクリートの劣化と鉄筋の腐食
が引き金となり、それらが相互に関連して発生する。その中でもコンクリートの劣化要因に
は、水分が大きく関係している。ここで水分によって引き起こされる作用とその対策方法と
して、以下の 3 点が挙げられる。 
一つ目に、乾燥収縮が挙げられる。コンクリートが乾燥すると内部の水が蒸発し、その蒸
発量に応じて体積が減少する。この際コンクリートには収縮力が発生するが、それと逆方向
に引張力が発生し、お互いの力がつりあう状態になる。ここで収縮力が増加し、引張力があ
る強度を超過すると、ひび割れを発生させるメカニズムになっている。対策として、コンク
リート中の水の絶対量を削減することが重要となる。また、締め固め作業を入念に行い、生
コンクリート中の水を巻き込んだ空気と共に追い出し、コンクリートの露出面を加圧作業
で緻密にする作業を行う方法がある[1]。 
二つ目に、凍害が挙げられる。一般的に RC 構造物が水と直に接する機会が多い寒冷地に
多く発生する。コンクリート内で水が凍結した場合、未凍結水が微細な細孔を通ってコンク
リート内部に侵入する。このような凍結と融解が繰り返されることで、それを受けたコンク
リートは一次的に表面にひび割れが発生する。このひび割れが二次的に浸水や中性化を促
進させ、三次的に鉄筋を腐食するメカニズムになっている。対策として、コンクリートを緻
密な構造にし、コンクリート保護材料の防水性を強くすることが重要になる[2]。   
三つ目に、砂スジが挙げられる。コンクリート中のセメントペースト分が分離し、構造物
表面に細骨材が縞状に露出している部分のことである。型枠の継ぎ目からセメントペース
トが漏れ出した場合に生じるほか、型枠に沿ってコンクリートのブリーディング水が上に
流れ出す場合に生じる。コンクリート表面の浮き水を十分に除去せずに打ち重ねた場合や、
軟練りコンクリートにおいて過度に締め固めた場合に発生する。対策として、ブリーディン
グが少なくワーカビリティの良好なコンクリートを使用することが重要である。また、締め
固めを十分行いながらコンクリートの打設速度の管理を適切に行い、型枠に沿ってゆっく
りと打ち上げていく方法がある[3], [4]。 
上記のように、RC 構造物の劣化には水分が大きく関係していることがわかる。実際の RC
構造物では表面から徐々に水が蒸発するため、内部では水分の分布に偏りが生じる。現在ま
でに RC 構造物中の含水率分布を検査する方法として、以下の 3 点が挙げられる。 
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一つ目に、電極挿入式が挙げられる。ドリルでコンクリート表面から 2 つの穴を平行に削
孔し、一対となる電極を挿入することで、電極間のコンクリートの電気抵抗を選定する方法
である。長所として、精度が良好であり、深さ方向の分布が取れ、あらかじめセンサを埋め
込む必要がない。短所として、コンクリートに空けた穴を補修する必要があり、一度空けた
穴を再利用した経時変化の測定ができない点がある。 
二つ目に、電極埋め込み式が挙げられる。センサをコンクリート中に埋め込み、コンクリ
ートもしくはコンクリートの含水状態に平衡状態にあるセラミックの電気抵抗を選定する
方法である。長所として、精度が良好で、深さ方向の分布が取れ、同じ位置で経時変化が計
測できる。短所として、あらかじめセンサをコンクリート打設前に埋め込む必要があり、コ
ンクリートから引き出された線の切断痕が残る点がある。 
三つ目に、不透湿シートによる方法が挙げられる。不透湿シートによりコンクリート表面
を覆い、周囲をガムテープ等で密閉することでコンクリートの含水状態を把握する。長所と
して前準備が不必要で、非破壊で行うことができ、防水加工可否の判断方法として実績があ
る。短所として、コンクリート内部の深い部分の含水状態を細かく把握できない点がある
[5]。 
上記のように、RC 構造物中の含水率分布を検査する方法には様々あるが、いずれも非破
壊によるコンクリート内部の任意の深さの含水率分布を経時的に測定できる方法はない。 
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・1-2 研究目的 
 本研究では、コンクリート内部の含水率分布計測方法として、レーダ計測による非破壊検
査で評価する手法を提案する。従来研究と本研究による違いを Fig.1-1 に示す。本研究では、
電磁波の減衰が含水率の影響を強く受けることを利用する。これまで、鉄筋からの反射波の
大きさから含水率を評価する手法はあるが、鉄筋を利用する場合、任意の深さでの含水率分
布を評価することは困難である。鉄筋を反射体に利用しない場合、任意の深さの反射体とし
て利用できるのはコンクリート内部の粗骨材からの反射波であり、通常のレーダ計測では
ランダムな散乱波として計測される。粗骨材からの散乱係数が統計的に一定であるとする
と、コンクリート表面からの深度が深くなるにつれ、粗骨材からの反射波は伝搬による減衰
を受け、振幅が低下する。よって、コンクリート表面から底面にかけて、粗骨材からの散乱
波の減衰特性の深さ変化を統計的に計測することで、コンクリート内部の深さ方向の含水
率分布が評価できる可能性がある。そのため、様々な含水率分布のコンクリートにより、本
研究の適用性を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.1-1 従来研究と本研究 
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・第 2章 含水率分布計測の概念 
 
・2-1 電波伝搬特性と含水率 
電波が物質中を伝播する際の電波伝搬特性は、物質中の電気的性質（誘電率𝜀，導電率𝜎，
透磁率𝜇）によって定まる。伝播特性には主に遅延特性と減衰特性の 2 つがある。 
遅延特性について、伝播速度𝑣 m/s は式(2.1)に示すように，比誘電率𝜀𝑟（媒体の誘電率／
空気の誘電率）と真空中の光の速度𝑐 m/s で表される。一般的にコンクリート中の比誘電率
は周波数 100 MHz のとき乾燥状態で 4～10、湿潤状態で 10～20 、空気中は 1 である。含水
率と遅延特性の関係を Table 2-1 に示す。Table 2-1 より、含水率が増加すると、電波の伝達
時間が遅れる。 
𝑣 =
𝑐
√𝜀𝑟
                           (2.1) 
 
Table 2-1 含水率と遅延特性の関係（コンクリート中） 
 
 
 
 
 
一方、減衰特性について、x方向に伝播する電波は伝播するにつれて、exp⁡(−αx)のように
指数関数的に減衰する。ここで減衰定数をα Np/mとする。減衰定数は誘電体の場合に式(2.2) 
のように近似される。このとき、コンクリートの電気的性質によって支配されるが、透磁率
は電場一定であることから変化しないため、誘電率と導電率によって変化する。一般的に、
コンクリート中の導電率は周波数 100 MHz のとき乾燥状態で10−4~10−3、湿潤状態で
10−2~10−1、空気中は 0 である。含水率と減衰特性の関係を Table 2-2 に示す。Table 2-2 よ
り、含水率が増加すると電波の減衰量が増加する [6]。 
α ≈
𝜎
2
√
𝜇
𝜀
                               (2.2) 
 
Table 2-2 含水率と減衰特性の関係（コンクリート中） 
 
 
 
 
 
含水率 比誘電率 電波の伝播速度 電波の伝達時間 
大 大 小 大 
小 小 大 小 
含水率 減衰定数 電波の減衰量 
大 大 大 
小 小 小 
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・2-2 相対湿度と含水率 
温度と相対湿度から含水率を求める方法を示す。ただし、式(2.6)は実験式となる[8]。 
 
１. コンクリート内部の温度𝑇 ℃、𝑇 ℃における相対湿度𝑅𝐻𝑇 %をそれぞれ𝑥 ℃、⁡ 𝑦 %と
仮定する。 
２. 式(2.3)、(2-4)より、𝑥 ℃における飽和水蒸気量𝑎(𝑥) g/𝑚3を求める。 
３. 式(2.5)より、空間中の水蒸気量𝑚𝑤 g/m
3を求める。 
４. 式(2.3)、(2.4)より、20 ℃における飽和水蒸気量𝑎(20) g/𝑚3を求める。 
５. 式(2.5)より、20 ℃における相対湿度𝑅𝐻20 %を求める。 
６. 式(2.6)より、コンクリート中の含水率Ｗ
𝑛
 %を求める。 
 
 𝑎(𝑇) =
217×𝑒(𝑇)
𝑇+273.15
                          (2.3) 
 𝑒(𝑇) = 6.1078×10
7.5𝑇
(𝑇+237.3)                    (2.4) 
     𝑅𝐻𝑇 =
𝑚𝑤
𝑎(𝑇)
                     (2.5) 
Ｗ
𝑛
= 0.000921×𝑅𝐻20
2 − 0.0358×𝑅𝐻20 + 4.01             (2.6) 
 
ただし、𝑒(𝑇) hPa は𝑇 ℃における飽和水蒸気圧を示す。 
  
上記の方法より、温度と相対湿度から含水率が求められることがわかった。よって、含水
率計測の際には温度と相対湿度を計測する必要がある。 
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・2-3 レーダイメージングの概念 
 一般に、コンクリート中の電波の伝播特性は Fig.2-1 のような時間波形で表される。この
とき、含水率が増加すると電波の伝達時間が遅れ、振幅が小さくなる。つぎに、Fig.2-1 に絶
対値を取り（包絡線波形）、包絡線波形の反射強度の大きさを表示したものが Fig.2-2 にな
る。さらに、レーダイメージングによって、仮想的に反射体位置を推定することによって、
深さ毎の反射強度を表示したものが Fig.2-3 になる。このとき、底面の位置を基準とするた
め、比誘電率の設定を行う。理想的には、Fig.2-3 では計測面から底面にかけての電波の減
衰の傾きが変化する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2-1 時間波形の模式図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2-2 反射強度の模式図 
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Fig.2-3 レーダイメージングの模式図 
  
 
含水率の変化によって、レーダイメージングの際に減衰の傾きが変化するため、傾きを深
さ方向に算出し、本研究では減衰率と定義する。ここで、減衰率と含水率の関係を Fig.2-4
に示す。このとき、減衰率と含水率がスケールの違いはあるが、割合の関係を比較する。こ
のとき、減衰率と含水率の対応が取れれば、レーダイメージングにより含水率分布計測が可
能となる。本研究では、レーダイメージングから含水率分布を計測できるシステムを構築し、
評価していく。  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.2-4 減衰率と含水率の関係 
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・第 3章 計測システム及び装置概要 
 
・3-1 計測システム 
 レーダ計測で用いる計測システムのブロックダイアグラムを Fig.3-1 に示す。移動計測の
流れとして、PC 上で作成した GUI を用いて、電源から電圧 24 V、電流 3 A の信号が送られ
たコントローラに移動信号を出す。つぎに、コントローラからアクチュエータに制御パルス
が送られ、位置情報が戻されると同時に、アンテナを移動させる。そして、ネットワークア
ナライザからアンテナへ信号が送られ、供試体に向けて電波が送信される。供試体で反射さ
れた電波は再びアンテナで受信し、ネットワークアナライザに送られる。さらに、ネットワ
ークアナライザから計測データが PC 上に取りこまれるという流れになる。 
 また、計測システムを利用したレーダ計測の様子を Fig.3-2 に示す。実際の計測時にはア
ンテナの上部に電波吸収体（E&C エンジニアリング AN-77）を設置する。電波吸収体を設
置することで、アンテナ背面からの反射波を低減することができる。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-1 ブロックダイアグラム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-2 レーダ計測の様子 
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・3-2 供試体 
 レーダ計測と水分計計測で用いる供試体は鉄筋を埋設せずに作製した。作製に使用した
コンクリートの示方配合と配合表をTable 3-1に示す。作業内容と作業日をTable 3-2に示す。
打設直後の供試体と型枠を Fig.3-3 に示す。打設後、供試体の型枠で覆われていない部分に
ついて、サランラップを被せた。1 日後、脱型を行い、養生については供試体上に布を被せ、
上から水をかけてブルーシートで覆って行った。養生開始から 42 日後に供試体を回収した。
供試体は合計 5 体作製した。なお、粗骨材の吸収率については計測していない。 
作製した供試体を Fig.3-4 に、模式図を Fig.3-5 に示す。また、この供試体は含水率を変化
させて計測を行うので、計測面以外からの水分の侵入を防ぐため、計測面以外の 5 面にはエ
ポキシ樹脂（太平洋マテリアル, ユニタック 主剤：5000-3 グレー, 硬化剤：5000-3）を塗布
した。エポキシ樹脂は主剤と硬化剤を 2 対 1 の割合で練り混ぜ、厚さ 1 mm で塗布した。エ
ポキシ樹脂塗布後、1 日間乾燥させて完成した。これにより、含水率の変化を制御できる供
試体が完成した。 
実際には、作製した供試体の高さが 20.1~20.9 cm と 0.8 cm も誤差が生じた。このときの
平均値が 20.4 cm であるため、本節以降では高さが 20.4 cm で統一されていると仮定する。
今後、供試体を作製する際には今回の供試体とならないよう、型枠作製と打設方法を改善す
る必要がある。また、エポキシ樹脂塗布でも塗りむらが発生し、エポキシ樹脂面に凹凸が発
生した。そのため、エポキシ樹脂は塗りむらがないよう均一に塗布する必要がある。 
  
Table 3-1  示方配合と配合表 
水セメント比 細骨材率 空気量 スランプ 
配合表 （単位：kg/㎥） 
水 セメント 細骨材 粗骨材 混和材 
50.5 % 51.1 % 3.8 % 21 cm 183 363 884 902 4.72 
 
Table3-2  作業内容と作業日 
作業内容 作業日 
 打設 2016 年 8 月 24 日 
脱型 2016 年 8 月 25 日 
養生 2016 年 8 月 25 日~10 月 6 日（42 日間） 
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Fig.3-3 打設直後の供試体と型枠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-4 供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-5 供試体の模式図 
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・3-3 ボウタイスロットアンテナ 
先行研究より、ボウタイスロットアンテナは空中で高い周波数を広帯域で扱えるため、本
研究でも使用した[9]。作製には銅板とセミリジットケーブル、メスコネクタを使用し、送信
用と受信用の同じものを 2 つ作製した。作製したボウタイスロットアンテナを Fig.3-6、模
式図を Fig.3-7、偏波方向を Fig.3-8 に示す。 
周波数特性として、両方のアンテナの表面を同じ偏波方向で向かい合わせ、空中で 50 cm、
コンクリート中で 20 cm 離して計測した結果を Fig.3-9 に示す。Fig.3-9 より、空中では高い
周波数に広帯域な特性があり、コンクリート中では低い周波数に狭帯域な特性がある。これ
は、コンクリート中では空中に比べ、比誘電率が高いため、アンテナの周波数特性が低くな
ることを示している。また、この計測では送信から受信まで反射体が少なく、直接的に電波
が伝播されるため、直達波成分を多く含んでいることになる。 
指向性として、両方のアンテナを空中で 50 cm 離して表面を同じ偏波方向で向かい合わ
せた。そして、一方のアンテナを固定し、もう一方のアンテナは表面から裏面を向く方向に
5 度ずつ傾けながら、一周するまでの合計 32 回計測し、受信した電波の大きさを Fig.3-10
に示す。Fig.3-10 より、指向性は前方を 0 度としたとき、5~10 度が最も強く、アンテナとし
て機能するのは-70~90 度である。よって、このアンテナは空中では前方向に広い特性があ
る。 
 
 
  
 
 
 
 
 
Fig.3-6 ボウタイスロットアンテナ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-7 ボウタイスロットアンテナの模式図（上：表面 下：側面） 
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Fig.3-8 ボウタイスロットアンテナの偏波方向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-9 ボウタイスロットアンテナの周波数特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-10 ボウタイスロットアンテナの指向性（空中 50 cm） 
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・3-4 ネットワークアナライザ 
アンテナからの信号を周波数特性として表示する機器として、ベクトルネットワークア
ナライザ（ROHDE & SCHWARZ  ZVL13, Fig.3-11）をベースとしたレーダシステムを使用
した。送受信アンテナ単体の伝達特性を𝐺𝑇(𝑓), 𝐺𝑅(𝑓)、アンテナ間の伝搬特性を?̇?(𝑓)とする
と、周波数を掃引しながら、式(3.1)のような伝達関数𝑋(𝑓)を周波数領域で直接計測できる。 
X(𝑓) = 𝐺𝑇(𝑓)𝐻(𝑓)𝐺𝑅(𝑓)                  (3.1) 
 
信号の周波数は 5 kHz~15 GHz まで使用できる。PORT 1 と PORT 2 からは高周波ケーブル
を使用し、送受信アンテナ間の信号伝送を行う。また、本研究でのネットワークアナライザ
で設定した値を Table 3-3 に示す。今回の設定した周波数帯域について、本研究では 1~12 
GHz の範囲で計測すれば十分な範囲であるが、含水率が変化したときの周波数特性が分か
らなかったため、不要な部分も含めて広い周波数領域で計測を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-11 ネットワークアナライザ 
 
 
Table 3-3  ネットワークアナライザの設定 
Start Frequency 9 kHz 
Stop Frequency 13.6 GHz 
Number of Points 201 
Meas Bandwidth(IF) 10 Hz 
Power 0 dBm 
MEAS S21 
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・3-5 GUI 
 移動計測には、1 軸アクチュエータ（XA-50L-600, Fig.3-13）とコントローラ（XA-A3,  
Fig.3-14）を用いて、PC 内の MATLAB で作成した GUI により制御する。さらに同じ GUI で
ネットワークアナライザに計測の指示が可能であり、指定した回数について、（計測）→（一
定距離移動）→（計測）→（一定距離移動）→・・・を繰り返すようなプログラムを作成し、
自動で移動計測が行える環境を整えた。制御に用いた GUI を Fig.3-12 に示し、GUI 上での
各種制御方法について、以下に述べる。 
① ポイント数の設定 
② 計測データの保存先ファイルの指定 
③ 1 点計測開始 
④ 原点復帰 
⑤ 短軸で設定した位置へ移動 
⑥ 計測 1 回毎の移動幅 
⑦ 移動計測開始 
⑧ 計測回数 
⑨ ネットワークアナライザで計測された周波数特性 
⑩ ネットワークアナライザで計測された時間波形 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-12 GUI 
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Fig.3-13 1 軸アクチュエータ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.3-14 コントローラ 
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・第４章 移動計測と信号処理の確立 
 
・4-1 レーダイメージングの原理 
 
・4-1-1 移動計測の条件 
 移動計測の条件を Table 4-1 に示す。また、計側面での計測範囲を Fig.4-1 に示す。基本的
にこの条件に設定して、移動計測を行った。 
 
Table 4-1  移動計測の条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4-1 計測範囲 
 
・4-1-2 信号処理の流れ 
 ネットワークアナライザで計測されたデータは MATLAB に取り込み、信号処理すること
で、波形データを画像として表示する。信号処理の流れを以下に示す。 
 
１. 周波数特性 
２. インパルス応答 
３. 移動平均減算 
４. マイグレーション  
５. 減衰率 
移動距離 15 cm  
移動幅 5 mm 
計測回数 31 回 
計測時間 40 分 
アンテナ－計測面間 0 mm 
19 
 
・4-1-3 周波数特性 
送受信アンテナ間の伝達特性を周波数領域で計測した結果を Fig.4-2 に示す。これは、レ
ーダの伝達関数?̇?(𝑓)にフィルタ𝑃(𝑓)を乗じることで、フィルタ通過後の伝達関数?̇?(𝑓)𝑃(𝑓)
が得られる。フィルタについて、ボウタイスロットアンテナの特性は Fig.3-9 より、11.7 GHz
以上で急激に特性が悪くなる。そのため、11.7 GHz 以上の周波数を落とす必要があり、Fig.4-
2 に示すフィルタをかけた。本節では、このフィルタをかけた伝達関数で信号処理を行って
いく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-2 伝達関数とフィルタ 
 
 
・4-1-4 インパルス応答 
伝達関数の周波数領域から時間波形に変換するため、逆フーリエ変換を行う。逆フーリエ
変換の方法を式(4.1)に示す。このとき、フィルタ通過後の伝達関数?̇?(𝑓)𝑃(𝑓)に対して逆フー
リエ変換を行うことで、通常レーダに相当するインパルス応答波形?̇?(𝑡)を得る。  
                  ?̇?(𝑡) = ∫ ?̇?(𝑓)
𝑓𝑒
𝑓𝑠
𝑃(𝑓)𝑒𝑗2𝜋𝑓𝑡𝑑𝑓                     (4.1) 
式(4.1)によって得られたレーダ波形 real(?̇?(𝑡))と、その絶対値により得られる包絡線波
形|?̇?(𝑡)|を Fig. 4-3 に示す。その後、|?̇?(𝑡)|を移動計測時の計測点毎に全て並べ、デシベル
を濃淡表示することで得られた時間波形のレーダプロファイルを Fig.4-4 に示す。Fig.4-4
より、1.5 ns 付近に外部の反射、4.3 ns 付近に底面からの反射が確認できる。このとき、移
動方向に一様な反射が見られたので、移動方向に全て平均することで得られた電波の反射
強度を Fig.4-5 に示す。Fig.4-5 からも供試体外部と底面の反射波が確認できる。 
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ここで、底面からの反射波の到達時刻𝜏を式(4.2)から求める。 
                  𝜏 = √
𝜀𝑟
𝑐
×2√(
𝑤
2
)2 + 𝑑2                            (4.2) 
このとき、コンクリートの比誘電率を𝜀𝑟、送受信アンテナ間の距離を𝑤、供試体の計測面
から底面までの距離を𝑑、とする。ここで、𝜀𝑟=10, 𝑐 =3×10
8⁡ m/s, 𝑤 = 3⁡ cm, 𝑑 = 20.4⁡ cm
とすると、𝜏 =4.31 ns となる。底面の反射波は Fig.4-4 や Fig.4-5 でも確認できる。 
 
    
 
 
     
 
 
 
      
 
 
 
Fig. 4-3 レーダ波形と包絡線波形（逆フーリエ変換後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-4 レーダプロファイル（逆フーリエ変換後） 
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Fig.4-5 レーダプロファイルの移動方向の平均値（逆フーリエ変換後） 
 
 
・4-1-5 移動平均減算 
移動平均減算とは、移動方向で変化しない不要な反射波を除去する処理であり、空間的な
ハイパスフィルタ処理と等価である。送受信アンテナ間の反射波、供試体表面からの反射波、
供試体以外の反射波などのコンクリート内部の粗骨材からの散乱波以外の不要な波の影響
を限りなく低減することができる。本研究では、外部の反射波を除去する目的で行い、信号
処理の際に不要な反射波の影響を低減する。 
計算方法として、移動計測回数を𝑚、移動平均幅を𝑛とすると、𝑖⁡ (= 𝑛 + 1, 𝑛 + 2, ･･･, 𝑚 −
𝑛) 番目の計測位置でのレーダ波形は ?̇?𝑖(𝑡)となる。すると、移動平均減算後の波形?̇?𝑖(𝑡)は
式(4.3)で表される。 
                      ⁡ ?̇?𝑖(𝑡)＝⁡ ?̇?𝑖(𝑡) −
1
2𝑛+1
∑ ?̇?𝑘(𝑡)
𝑖+𝑛
𝑘=𝑖−𝑛                    (4.3) 
本研究では、𝑛 = 1と設定するため、移動計測時の両端の 1 ポイントがなくなることにな
る。よって、レーダプロファイルで表示できる範囲も 0.5~14.5 cm となる。ここで、時間波
形のレーダプロファイルに移動平均減算をした結果を Fig.4-6 に示す。Fig.4-6 より、1.5 ns
付近の外部の反射波の影響が低減され、供試体底面まで滑らかな波形となる。また、移動方
向に平均した波形を Fig.4-7 に示す。Fig.4-7 からも滑らかな波形であることが確認できる。 
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  Fig.4-6 レーダプロファイル（移動平均減算後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-7 レーダプロファイルの移動方向の平均値（移動平均減算後） 
 
 
・4-1-6 マイグレーション 
 マイグレーション処理は、反射波形を時刻𝑡 = 0に反射体位置から送信され、物体により
反射し、受信されたと考え、仮想的な反射波源を推定することで反射体のイメージングを行
う。ここで電波の伝播速度が式(2.1)で求められるので、比誘電率を設定することで受信信号
から仮想波源までの距離が定まる。また、複数の受信点からの距離がわかれば、波源位置が
確定する。 
ここで、時間波形を直接重ね合わせる方法（キルヒホッフマイグレーション）について説
明する。伝搬速度を仮定すると、あるアンテナ位置での反射波の到達時刻から伝搬距離が求
められる。よって、その反射源は送受信アンテナ位置を焦点とし、焦点からの距離が一定の
軌跡となる楕円上のどこかにあることになる。簡単のため、送受信アンテナを同一とすると、
アンテナ位置𝑥での受信波形を𝑓(𝑥, 𝑡)としたとき、同心球面上に波動エネルギーを分布させ
た関数を式(4.4)に示す。 
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𝑢(𝑥, 𝑧) = ∫𝑓(𝑥′,
2𝑅(𝑥′−𝑥,𝑧)
𝑣
) 𝑑𝑥′                   (4.4)  
このとき、𝑅(𝑥′ − 𝑥, 𝑧)はアンテナ位置(𝑥′, 𝑧 = 0)と仮想波源位置(𝑥, 𝑧)までの距離、𝑣は地
中の電波の伝播速度である。この処理により、真の仮想反射点でのみ信号は同位相で重ねら
れ、それ以外の場所では、打ち消しあって、反射体イメージ𝑢(𝑥, 𝑧)が求められる。本手法は
ディフラクションスタッキング法とも呼ばれる[10]。 
本研究では、底面位置を基準としてマイグレーション処理を行う。このとき、供試体の比
誘電率を設定する必要があるが、含水率によって変わるため、比誘電率を求める必要がある。
比誘電率は 2 つの方法で求められ、一つ目は移動計測による底面の反射波の伝播時間から
求められ、二つ目は 5-6 節で述べる透過試験より求められる。理論的にはどちらの方法でも
同じ値となる。本節では含水率一定のため、透過試験より求めた比誘電率 10 とした。レー
ダプロファイル（移動平均減算後）にマイグレーション処理した結果を Fig.4-8 に示す。Fig.4-
8 より、反射波が底面方向に一様に減衰している。また、移動計測方向に平均した値を Fig.4-
9 に示す。この結果からも一様に減衰していることが確認できる。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-8 レーダイメージング（マイグレーション処理後）     
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-9 レーダイメージングの移動方向の平均値（マイグレーション処理後） 
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・4-1-7 減衰率 
 レーダイメージングによって求めた反射強度から、深さ方向に反射波の減衰量を求め
る。本研究では、深さ方向の電波の減衰量を減衰率と定義して、式(4.5)によって求めた。 
⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡ ⁡   ⁡ ⁡ ⁡減衰率[dB/m]＝－
⁡ (
反射強度の増加量[dB]
深さ方向の増加量[m]
)           (4.5) 
減衰率の算出方法を Fig.4-10 に示す。また、式(4.5)より求められた減衰率を Fig.4-11 に
示す。このとき、深さ 0~2 cm は直達波の影響、18~20 cm は底面からの反射波の影響が大
きいため、削除した。Fig.4-11 より、波形の減衰のばらつきが大きく評価しづらいため、
深さ方向に移動平均を取った。その結果を Fig.4-12 に示す。Fig.4-12 より、深さ 2~8 cm に
かけて減衰が大きくなり、深さ 8~11 cm で大きく減衰していることがわかる。また、11 cm
以降で減衰が小さくなり、16 cm 以降は底面の反射波の影響で増幅している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-10  減衰率の算出方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-11 減衰率（移動平均前） 
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Fig.4-12 減衰率（移動平均後） 
  
 
ここで、Fig.4-12 の減衰率を供試体の含水率（Fig.4-13）と比較する。含水率は深さ 2~14 
cm まで増加し、深さ 14~18 cm で減少に転じる。深さ 2~11 cm については減衰率と含水率が
おおよそ対応している。しかし、深さ 11 cm 以降は反射波自体の大きさが非常に小さくなる
ため、含水率と単純な比較ができなくなった。よって、本研究では、減衰率と含水率の比較
は深さ 2~10 cm で行うことにする。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-12 減衰率（移動平均後）           Fig.4-13  含水率 
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・4-2 偏波の組み合わせの検討 
本章では、Fig.4-13 の含水率を変化させずに計測を行った。ボウタイスロットアンテナで
は、直線偏波を扱うため、送受信アンテナの偏波の組み合わせで 2 つのパターンがある。本
研究では、送受信アンテナの偏波方向が同じ場合を平行偏波、90 度異なる場合を直交偏波
とする。計側面から見た 2 つの偏波による移動計測方法を Fig.4-14 に示す。ただし、Fig.4-
14 にはわかりやすくするため、アンテナにスロットが描いてある。 
2 つの偏波で計測したレーダプロファイルを Fig.4-15 に示す。Fig.4-15 より、平行偏波は
直交偏波に比べ、全体的に反射波が大きくなった。また、底面の反射波がある 4.30 ns 付近
に着目すると、平行偏波では確認できるが、直交偏波では確認できない。これは、平行偏波
が計測対象を面として捉えやすい特性を持っているからである。よって、底面の反射波の確
認は平行偏波で行うことにする。底面の反射波が確認できれば、比誘電率が求められるので、
マイグレーション時に比誘電率の設定が可能となる。また、1.6~1.8 ns 付近に外部と見られ
る反射波が確認できた。 
 減衰率を Fig.4-16 に示す。計測結果から、平行偏波は減衰率の変化が緩やかで、直交偏波
は急である。これは、平行偏波では偏波方向が同じであるため、深さ方向の粗骨材の反射波
を計測しやすいと考えられる。直交偏波では偏波方向が違うため、様々な反射波を捉えやす
いので、深さ方向の粗骨材以外の反射波を計測してしまうと考えられる。しかし、現時点で
は含水率が変化したときの減衰率の変化がわからないため、平行偏波と直交偏波の両方で
評価していく。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-14 平行偏波と直交偏波 
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Fig.4-15 レーダプロファイル（左：平行偏波、右：直交偏波） 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
Fig.4-16 減衰率 
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・4-3 給電点間隔の検討 
 送受信アンテナの給電点間隔を変えて、底面の反射波の確認、外部の反射波の確認、直達
波の空中とコンクリート中での分離の 3 つを行った。本節での給電点間隔は 3, 4, 5, 6 cmの
4 パターンとした。このとき、給電点間隔 3 cm は送受信アンテナが接触しない最短距離で
ある。 
 一つ目に、底面の反射波の確認について、平行偏波で計測をした結果を Fig.4-17,18 に示
す。Fig.4-17, 18 より、給電点間隔 3 cm では 4.3 ns 付近の底面の反射波を確認できるが、4, 
5, 6 cm では確認できない。よって、給電点間隔を広げると電波の減衰が大きいので、底面
の反射波の確認は給電点間隔 3 cm で行うことにする。 
 二つ目に、外部の反射波の確認について、給電点間隔 3 cm では 1.6~1.8 ns 付近に外部の
反射波を確認できるが、4, 5, 6 cm では反射波が大きく減衰している。よって、外部の反射
波は送受信アンテナ間の多重反射波である可能性がある。しかし、全体的な反射波も減衰し
ているため、多重反射波と結論づけるには至らなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-17  レーダプロファイル（左：3 cm、右：4 cm） 
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Fig.4-18  レーダプロファイル（左：5 cm、右：6 cm） 
三つ目に、直達波の空中とコンクリート中での分離について、平行偏波で計測し、フィル
タ前後で計測結果を比較した。ボウタイスロットアンテナの周波数特性は Fig.3-9 より、高
い周波数で空中、低い周波数でコンリート中に特性がある。よって、フィルタ設計をボウタ
イスロットアンテナのコンクリート中の周波数特性と同じになるようにしたものを Fig.4-
19 に示す。フィルタ前後で比較した結果を Fig.4-20~23 に示す。フィルタを適用することに
よって、空中の特性が減衰され、コンクリート中の特性が強調される。Fig.4-20~23 のカラ
ースケールは計測時の微小な変化を確認したいため、dB 表示ではなく実数表示に変更した。 
Fig.4-20~23 より、給電点間隔 3,4 cm では直達波が 1 つあり、フィルタ後で直達波が大き
く減衰している。一方、給電点間隔 5,6 cm では直達波が 2 つあり、フィルタ後で伝播時間
の早い直達波（直達波 1）が大きく減衰しており、伝播時間の遅い直達波（直達波 2）の減
衰は小さい。これは、直達波 1 で空中の成分を、直達波 2 でコンクリート中の成分を多く含
んでいると考えられる。よって、給電点間隔を 5 cm 以上大きくすると、空中とコンクリー
ト中の直達波が分離することになるため、本研究では給電点間隔 3 cm で行うことにする。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-19 フィルタと周波数特性              Fig.3-9 アンテナの周波数特性 
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Fig.4-20 レーダプロファイル（3 cm）（左：フィルタ前、右：フィルタ後） 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-21 レーダプロファイル（4 cm）（左：フィルタ前、右：フィルタ後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-22 レーダプロファイル（5 cm）（左：フィルタ前、右：フィルタ後） 
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Fig.4-23 レーダプロファイル（6 cm）（左：フィルタ前、右：フィルタ後） 
  
ここで、直達波の分離の証明を行う。給電点間隔 5 cm と 6 cm のとき、フィルタ前の直
達波 1 と直達波 2 の伝播時間を、レーダプロファイルの移動方向の平均値から求めた結果
を Fig.4-24 に示す。Table 4-2 には、給電点間隔が 5 cm から 6 cm になったときの伝播時間
の増加量、1 cm で進む伝播時間の理論値を示す。これらの結果から、直達波 1 の増加量と
1 cm で進む空中の伝播時間、直達波 2 の増加量と 1 cm で進むコンクリート中の伝播時間
が共に近い値であることがわかる。よって、直達波 1 は空中、直達波 2 はコンクリート中
を伝播する直達波であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-24  直達波 1 と直達波 2 の伝播時間（移動方向の平均値） 
 
Table 4-2 計測値と理論値の伝播時間の比較 
給電点間隔 5 cm から 6 cm
の伝播時間の増加量 
1 cm で進む伝播時間 
の理論値 
直達波 1 0.028 ns 空中 0.033 ns 
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・4-4 給電点と計測面間隔の検討 
 送受信アンテナの給電点と供試体計測面の距離の違いによる変化を確認するため、0 mm
（給電点と計測面が接触）と 2 mm で計測結果を比較した。計測の条件として、平行偏波の
給電点間隔 3 cm で行った。計測した周波数特性を Fig.4-25 に示す。Fig.4-25 より、0 mm は
2 mm と比べて高い周波数にも特性が良いことがわかる。これは、給電点と供試体計測面の
距離を 2 mm にしたことで、その間の空中の特性が計測されたと考えられる。 
 レーダプロファイルを Fig.4-26 に示す。Fig.4-26 より、2 mm は 0 mm と比べて、全体的に
波形の振幅が大きい。これは、給電点と供試体計測面の間で多重反射波が発生していると考
えられる。また、底面の反射波も確認しづらくなった。よって、本研究では給電点と計側面
を接触させながら、移動計測を行うことにする。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-25 フィルタと周波数特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
直達波 2 0.099 ns コンクリート中 0.105 ns 
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Fig.4-26 レーダプロファイル（左：0 mm、右：2 mm） 
 
・4-5 計測場所の検討 
 供試体の側面からの影響を確認するため、計測場所を変更して移動計測を行った。計測範
囲は 25 cm、移動幅は 5 mm、計測回数を 51 回とした。平行偏波、直交偏波で計測した結果
を Fig.4-27 に示す。Fig.4-27 より、両方のパターンで側面から 2 cm 以内の範囲は反射波が
増大している。これは、供試体側面からの反射であると考えられる。よって、計測範囲は側
面から 5 cm 離した 5~20 cm で移動計測を行うことにする。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.4-27  レーダプロファイル（左：平行偏波、右：直交偏波） 
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・第 5章 含水率分布計測 
 
・5-1 評価方法 
 含水率分布計測の評価について、レーダ計測により求めた減衰率と水分計計測により求
めた含水率を比較することで評価する。評価方法を Fig.5-1 に示す。レーダ計測用は非破壊
検査となるが、水分計計測は穴を穿孔する破壊検査となる。したがって、レーダ計測と水分
計計測では同一の供試体を用いることはできない。そこで、それぞれ同じ条件で作製された
2 つの供試体（レーダ計測用を A、水分形計測用を B と仮定）を作製した。そして、2 つの
供試体を重量変化がなくなるまで乾燥させ、内部の水分を抜いた状態を初期状態とした。そ
の後、同様に水浸させることで、含水率の制御を行うことにする。レーダ計測では減衰率、
水分計計測では含水率を求め、それぞれ比較することで評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-1 含水率分布計測の評価方法 
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・5-2 含水率の変化 
 含水率を変化させるには、乾燥させて初期状態にする方法と水中に浸して含水率を増加
させる方法の 2 つがある。本研究では初期状態から含水率を増加させながら含水率を変化
させる。 
 供試体の乾燥について、使用した定温乾燥機（ヤマト科学 DS601）を Fig.5-2 に示す。乾
燥機の仕様は Table 5-1 に示す。本研究で行った乾燥機の設定を Table 5-2 に示す。作業時の
注意点として、本研究で使用した供試体の重量は約 30 kg であるため、乾燥機に入れる際に
は、棚板の下に木材 3 本を置くことで補強した。また、乾燥機から取り出した後の供試体の
温度が非常に高くなっているため、水分計計測は 1 日以上空ける必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-2  定温乾燥機 
 
Table 5-1 乾燥機の仕様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 5-2 乾燥機の設定 
温度 105 ℃ 
運転時間 96＋24 時間 (計 5 日) 
方式 自然対流 
温度制御範囲 室温 5~260 ℃ 
温度調節精度 ±1 ℃ 
温度変動 ±1.5 ℃ 
温度分布精度 ±5 ℃ 
最大連続運転時間 99 時間 59 分 
最大積載量 15 kg(棚板のみ), 30 kg(木材 3 本で補強) 
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供試体の湿潤について、水槽（キングタライ 角型 78 リットル）を使用した。この水槽
に水を溜め、供試体を入れることで湿潤させた。この水槽には同時に 2 体の供試体が入る大
きさがある。湿潤試験の様子を Fig.5-3 に示す。計測時の条件を統一するため、22 ℃一定の
屋内で行うことで、水温を一定に保った。 
水温の計測に使用したデジタル水温計（テトラ BD-1）を Fig.5-4 に示す。また、水分計計
測時の条件を Table 5-3 に示す。このとき、相対湿度は計測していない。本研究での水分計
計測はおおむねこの条件で行った。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-3 湿潤試験の様子 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-4 デジタル水温計 
 
 
Table 5-3 水分計計測時の条件 
室温 22.0 ℃ 
水温 17.8 ℃ 
相対湿度 不明 
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・5-3 水分計計測 
 水分計計測はレーダ計測と違い、電極挿入式であるコンクリート・モルタル水分計（ケッ
ト科学研究所, HI-800）を使用した。水分計を Fig.5-5、水分計の仕様を Table 5-4、水分計計
測の様子を Fig.5-6 に示す。 
 水分計は本体に接続されたブラシセンサで計測を行う。ブラシセンサは 2 つあり、それぞ
れをコンクリートに 6 cm 間隔で穿孔された 2 つの穴（直径 6 mm）に挿入することで、2 点
間の電気抵抗から本体に含水率が表示される仕組みとなっている。そのため、水分計を使用
する前に、コンクリートに穴を穿孔する作業が必要となる。 
また、一度穿孔した穴を再度、水分計計測に使用することができない。これは電極抵抗式
と呼ばれる計測方法に共通する特徴である。また、一度穿孔した穴からは乾燥が急激に進ん
でしまうため、計測後は速やかに穿孔した穴を塞ぐ必要がある。そして、計測の際には 22 ℃
前後の一定に保たれた室内で計測した。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
Fig.5-5 水分計 
 
Table 5-4 水分計の仕様 
 
 
 
 
 
 
 
測定方式 電気抵抗式 
測定範囲 0~10 % 
測定方法 重量含水率（ドライベース） 
温度補正 自動補正、手動可 
測定最大深度 表面から 50 mm 
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Fig.5-6 水分計計測の様子 
 
 
 穴の穿孔には充電式ブラシレスハンマドリル（マックス, PJ-R265-B2C）を使用した。使用
したハンマドリルを Fig.5-7 に示す。ドリルの刃には SDS プラス超硬ドリル（マキタ, A-
03682, 径 6 mm, 有効長 50 mm）を使用した。使用した刃を Fig.5-8 に示す。作業時に注意す
る点について、一度目の穿孔後には穴の深さが 50 mm より浅くなるので、再度穿孔する必
要がある。これは穴の穿孔によってコンクリートの粉塵が穴の奥に詰まるためである。その
ため、粉塵を穴の外に出し、穴の深さが 50 mm になることを確認しながら、何度も穿孔す
る必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  Fig.5-7 ハンマドリル                 
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Fig.5-8 ドリルの刃 
 
 穴の穿孔後には、穴からの含水率の変化を防ぐため、多用途補修パテ（ロックタイト, DHP-
482）を穴の周囲に接着させ、穴を塞いだ。補修パテを Fig.5-9、補修パテの仕様を Table 5-5
に示す。この補修パテを使用することで、供試体の含水率が保たれる。作業時の注意点とし
て、穴の周囲が完全に補修パテで接着したことを確認し、次の作業に移る必要がある。同時
に供試体に塗布したエポキシ樹脂が剥がれた場所を、補修パテで接着することも可能であ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-9  補修パテ 
 
 
Table5-5  補修パテの仕様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
種類 化学反応形接着剤 
成分 エポキシ樹脂, ポリメルカプタン, 無機物 
耐久温度 -30~120 ℃ 
耐水性 あり 
硬化時間 
(23 ℃) 
実用強度 約 15 分 
最終強度 24 時間 
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・5-4 水分計計測の結果 
 実際に含水率を変化させ、その経過を水分計で計測した。水分計計測時に、1 回の供試体
の条件で使用した供試体の場所を Fig.5-10 に示す。計測方法として、各深さで 3 点の計測を
行い、その平均値を各深さの含水率とした。この計測を計測面からの深さ 2,6,10,14,18 cm の
5 点で行った。Fig.5-10 には、1 回の供試体の条件での計測場所を示している。本研究では、
Fig.5-10 の計測を 4 回行ったため、全ての供試体側面を使用した。 
計測した含水率を Fig.5-11、1 回の供試体の条件で計測した含水率の平均値（全体の含水
率）を Table 5-6 に示す。このとき、同じ深さで場所による含水率の差は、平均で約 0.5%、
最大で 1.6 %であるため、場所の違いによる差は小さく、本研究では同一として扱った。 
Fig.5-11 より、供試体を水中に浸すことで含水率の増加を確認した。含水率を深さ毎にみ
ると、深さ 2, 6 cm では水中 2 日後で急激に含水率が増加した。一方、深さ 10, 14, 18 cm で
は水中 6 日間で比例的な含水率の増加が確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-10 1 回の供試体の条件での計測場所 
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Fig.5-11 含水率 
 
 
Table 5-6 供試体の条件と全体の含水率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
供試体の条件 全体の含水率 
初期状態 4.7 % 
水中 2 日後 7.1 % 
水中 4 日後 7.8 % 
水中 6 日後 8.8 % 
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・5-5 レーダプロファイルの確認 
 外部の反射波と底面の反射波の確認を行う。含水率を変化させたときに平行偏波で計測
した結果を Fig.5-12, 13 に示す。このとき、底面の反射波を黒線、外部の反射波を赤線で囲
った。 
底面の反射波の確認について、マイグレーション時に必要な供試体中の比誘電率を求め
ることを目的に行う。このとき、レーダプロファイル上に 5-5 節の透過試験による比誘電
率から求めた供試体底面の位置を赤線で示してある。計測結果から、初期状態では、底面
の反射波が確認できるが、水中 2, 4, 6 日後では確認しづらい。よって、含水率が増加する
と、電波の減衰が大きくなり、底面の反射波を確認できなくなる。改善方法として、供試
体の下に鉄板等の電波を反射させやすいものを敷き、底面からの反射波を強調する必要が
ある。 
 外部の反射波について、初期状態では強い反射が確認でき、水中 2, 4, 6 日後でも減衰は
見られるが、外部の反射波が確認できる。よって、含水率増加による電波の減衰の影響を
受けていないので、供試体以外の反射波であると考えられる。 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
Fig.5-12 レーダプロファイル（左：初期状態、右：水中 2 日後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-13 レーダプロファイル（左：水中 4 日後、右：水中 6 日後） 
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・5-6 透過試験 
 透過試験はマイグレーション時に必要な供試体内部の比誘電率を求めることを目的に行
う。本研究では 5-5 節より、底面の反射波が確認できず、比誘電率が求められなかったので、
透過試験により比誘電率を求めた。透過試験は供試体の計測面と底面のそれぞれの中央部
に、送受信アンテナの表面が同じ偏波方向で向き合うように固定して行う。透過試験の模式
図を Fig.5-14 に示す。ここで、透過試験で求めた直達波𝑡1の伝播時間から比誘電率を求めた
式(5.1)を示す。ただし、計測面と底面の距離を𝑑とする。 
⁡ 𝜀𝑟 = (
𝑐𝑡1
𝑑
)2                            
(5.1)  
 透過試験は含水率を変化させたときに行ったので、全体の含水率と比誘電率の関係を
Fig.5-15 に示す。Fig.5-15 より、含水率が増加すると比誘電率も増加しており、比例の関係
が確認できた。また、実際の現場において、透過試験ができない場合は、平行偏波での移
動計測による底面の反射波の到達時間より、比誘電率を求めることができる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-14 透過試験の模式図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
44 
 
Fig.5-15 含水率と比誘電率の関係 
・5-7 減衰率と含水率の比較 
 レーダ計測で求めた減衰率と水分計計測で求めた含水率を比較し、レーダ計測のみで含
水率分布計測が可能であるかを判断する。平行偏波と直交偏波の両方で計測を行い、3 種
類のフィルタを掛け、深さ 2~10 cm の範囲でそれぞれ比較した。 
フィルタについて、使用したフィルタ 1, 2, 3 を Fig.5-16~18 に示す。このとき、フィルタ
適用後の支配的な周波数帯域を金色の枠で囲った。周波数と減衰量及び探査距離の関係を
Table 5-7 に示す。フィルタ 1 はレーダ計測で得られた伝達関数に近く、2~6 GHz 付近の低
い周波数が支配的であるため減衰量が小さく、探査距離が長い。フィルタ 2 は分解能が良
く、様々な波形成分を含み、4~10 GHz 付近の中間の周波数に広帯域な特性があるため減衰
量と探査距離は標準である。フィルタ 3 は直達波成分を遮断し、供試体内部の成分を多く
含み、9~11 GHz 付近の高い周波数に狭帯域な特性があるため減衰量が大きく、探査距離が
短い。このような特徴をもつ 3 種類のフィルタを使用し、減衰率と含水率を比較してい
く。 
 
Table 5-7 周波数と減衰量 及び探査距離の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
周波数 減衰量 探査距離 
低 小 長 
高 大 短 
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Fig.5-16  フィルタ 1  （左：平行偏波、右：直交偏波） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-17 フィルタ 2（左：平行偏波、右：直交偏波） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-18 フィルタ 3（左：平行偏波、右：直交偏波） 
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深さ 2~10 cm の減衰率と含水率の比較について、含水率を Fig.5-19、平行偏波の減衰率
を Fig.5-20~22、直交偏波の減衰率を Fig.5-23~25 に示す。比較は両者の割合で行うため、
それぞれの数値の大きさには意味を持たない。比較した結果から、減衰率と含水率につい
て、対応していた深さを金色の枠で囲った。また、外部の反射波として想定される深さに
ついて、黒色の枠で囲ってある。外部の反射波は時間波形で 1.6~1.8 ns 付近に確認できた
ので、距離に換算すると 7~7.5 cm 付近となる。ここで、各条件で減衰率と含水率を比較
し、対応箇所の有無について Table 5-8 に示す。Table 5-8 より、対応箇所があった平行偏波
のフィルタ 1、平行偏波と直交偏波のフィルタ 3 について考察する。 
  
平行偏波のフィルタ 1 について、低い周波数を扱うので減衰の影響を受けづらく、2~4 
cm 付近は直達波の影響で反射波のパワーの差が小さいため、減衰率も小さくなり変化が見
られなかった。しかし、7~10 cm 付近では反射波のパワーの差が大きくなるため、減衰率
の差が大きくなり、含水率と対応していた。 
平行偏波と直交偏波のフィルタ 3 について、高い周波数を扱うので減衰の影響を受けや
すく、2~4 cm 付近は電波の反射強度が大きいため減衰も大きく、減衰率と含水率が対応し
ていた。4cm 以降について、水中 2, 4, 6 日後の含水率が表面付近の 4 cm まで非常に高いた
め、4 cm までに反射波のパワーが大きく減衰した。そのため、4 cm 以降の反射波のパワー
が非常に小さいので、その後の減衰率も小さくなったと考えられる。この内部の反射振幅
低下によって、7~7.5 cm 付近のコンクリート外部からの不要反射波が相対的に大きくな
り、4 cm 以降での減衰率と含水率の対応が見られなくなった可能性が考えられる。これ
は、電波吸収体など外部からの反射をできるだけ小さくする工夫が必要である。最終的に
は、減衰率と含水率の対応箇所を広げていくことが今後の課題として挙げられる。 
 
Table 5-8 各条件での減衰率と含水率の対応箇所の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
条件 対応箇所 
平行偏波 
フィルタ 1 あり 
フィルタ 2 なし 
フィルタ 3 あり 
直交偏波 
フィルタ 1 なし 
フィルタ 2 なし 
フィルタ 3 あり 
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Fig.5-20 平行偏波（フィルタ 1）       Fig.5-19 含水率（深さ 2~10 cm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-21 平行偏波（フィルタ 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-22 平行偏波（フィルタ 3） 
外部 
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Fig.5-23 直交偏波（フィルタ 1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-24 直交偏波（フィルタ 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.5-25 直交偏波（フィルタ 3） 
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・5-8 現場への応用 
 これまでの計測結果をまとめ、現場への応用を考える。移動計測の模式図を Fig.5-26 に示
す。ネットワークアナライザの設定を Table 5-9、計測条件を Table 5-10 に示す。このとき、
計測場所と移動幅は供試体の状況に応じて変更する。供試体は計測面と底面が平らである
必要があり、深さ 20 cm 以内とする。また、供試体の比誘電率を求める必要があり、底面の
下に鉄板を敷くことで底面の反射波を強調する。現場でこの方法が不可能である場合、透過
試験で比誘電率を求めることも可能である。しかし、この両方ができない場合は、本研究に
よる含水率分布計測は困難となる。よって、この点が本研究の問題点として挙げられるため、
平行偏波のみで底面の反射波を確認する必要がある。そのため、アンテナを改良する必要が
あり、アンテナ要件として、前方への指向性が強く、周波数帯域が広い必要がある。  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
Fig.5-26 移動計測の模式図 
 
Table 5-9 ネットワークア ナライザの設定 
 
 
 
 
 
 
 
Table 5-10 移動計測の条件 
 
 
 
 
 
Start Frequency 1 GHz 
Stop Frequency 12 GHz 
Number of Points 201 
Meas Bandwidth(IF) 10 Hz 
Power 0 dBm 
MEAS S21 
偏波の組み合わせ 平行偏波 
給電点間隔 3 cm 
給電点と計測面間隔 0 cm 
計測範囲 側面から 2 cm 以上内側 
計測回数 31 回以上 
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・第 6章 結論 
 
・6-1 まとめ 
 本研究では、現在まで問題化している RC 構造物の水分による劣化である乾燥収縮、凍
害、砂スジに対する新しい非破壊検査法として「レーダイメージングによるコンクリート
内部の含水率分布計測」を提案している。目的として、レーダ計測によるコンクリート内
部の深さ方向の減衰率と、水分計計測による含水率の割合を評価する。 
 第 1 章では、水分による RC 構造物の劣化原因と現在までに実施されている含水率計測
方法について述べた。さらに、本研究の目的であるレーダイメージングによる含水率分布
計測の評価方法について述べた。 
 第 2 章では、含水率によって変化する電波伝搬特性と相対湿度と含水率の関係について
述べた。さらに、レーダイメージングによって含水率分布を評価する基本的な概念につい
て述べた。 
 第 3 章では、計測システムの概要と、計測システムに用いる供試体やアンテナなどの各
装置について具体的に述べた。 
 第 4 章では、レーダイメージングの原理として、移動計測と信号処理について詳しく述
べた。つぎに、計測システムの最適化を図るため、様々な条件で移動計測を行った。偏波
の組み合わせについて、供試体底面の反射波は平行偏波で確認しやすく、レーダイメージ
ングでは平行偏波と直交偏波の違いがなかった。送受信アンテナの給電点間隔の検討につ
いて、給電点間隔を 5 cm 以上にすると電波が大きく減衰し、空中とコンクリート中の直達
波が分離していた。さらに、供試体計測面と給電点間隔はできる限り小さくした方が良い
ことや、移動計測範囲は供試体側面から 2 cm 以上離して計測する方が良いことを述べた。 
第 5 章では、実際に含水率を変化させて計測を行った。まず、含水率の変化方法、水分
計による含水率計測結果について述べた。つぎに、含水率増加によってレーダプロファイ
ルによる底面の反射波の減衰が大きくなり、底面の反射波が確認できなくなった。透過試
験では、比誘電率と含水率が比例の関係であることを確認した。減衰率と含水率の比較で
は、フィルタ 1 で深さ 7~10 cm の対応が確認できた。しかし、深さ 7 cm 以前では直達波の
影響で反射波のパワーの差が小さく、減衰率では変化を確認できなかった。また、フィル
タ 3 で深さ 2~4 cm の対応が確認できた。しかし、深さ 4 cm 以降は反射波のパワーが非常
に小さく減衰率と含水率の対応を確認できなかった。そのため、電波吸収体などを使用
し、外部からの反射をできるだけ小さくする工夫が必要であると考えられる。最後に、現
場への応用を考えた。本章では、レーダイメージングによる減衰率から、深さ 2~4 cm と
7~10 cm の含水率分布の変化を確認し、非破壊による含水率分布計測の可能性を示した。 
 
51 
 
 
・6-2 今後の課題 
・高い周波数で深さ 4 cm 以降の減衰率と含水率の対応 
高い周波数で深さ 2~4 cm の減衰率と含水率が対応していたが、深さ 4 cm 以降は水中 2, 
4, 6 日後について対応が取れていなかった。これは 4 cm まで含水率が非常に高く、反射波
のパワーが大きく減衰したため、4 cm 以降の反射波のパワーが非常に小さくなり、減衰率
も小さくなったと考えられる。よって、7 cm 付近の外部からの反射等を電波吸収体によっ
て、できるだけ小さくする工夫が必要であると考えられる。 
  
・定量的で幅広い含水率での計測 
 評価に用いた含水率は深さ 2 cm で 3.0, 8.3, 8.4, 8.5 %とばらつきがなく、定量的な変化が
見られなかった。そのため、乾燥機の運転時間を 7 日にし、水中に浸す時間を 1 日にする
ことで含水率の定量的な変化が見られると考えられる。また、今回の水中に浸す際には、
供試体全体が水に浸るように行ったが、水に浸す部分を深さ毎に変え、供試体内部の含水
率分布を大きく変化させて計測することで定量的な変化が確認できると考えられる。 
   
・底面の反射波の強調 
 平行偏波によって底面の反射波を確認したが、含水率が増加すると電波が大きく減衰
し、底面の反射波を確認できなかった。そのため、供試体の下に鉄板等を敷くことで底面
の反射波を強調する必要がある。含水率が増加したときでも底面の反射波を確認できれば
比誘電率が求められるので、透過試験が行えない実際の現場でも使用可能となる。 
  
・粗骨材の吸収率の変化による計測 
 粗骨材からの反射波を確認する際、本研究では吸収率について着目していなかった。そ
のため、吸収率を計測し、吸収率による反射波の変化について検討する必要がある。 
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